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Ⅰ　はじめに
平成22年３月31日現在において，医療法人は4万5989に達し，そのうち出資社員
のいる社団医療法人が大半（出資社員のいる社団医療法人数：4万2902。全医療法
人数の93.3％）を占めている。そして，厚生労働省の「医業経営の非営利性等に関
する検討会」（報告書）によれば，こうした出資社員のいる社団医療法人では，社
員の世代交代等で高齢化した社員や死亡した社員の相続人により払戻請求権が行使
され，払戻額が高額に及ぶことなどにより，医療法人の存続そのものが脅かされる
事態も生じていることが指摘されている
（１）
。
この点に関し，近時，最高裁の第一小法廷でこの問題に関わる重要な判断が示さ
れるに至った。すなわち，一審判決（前橋地判平成18年２月24日金判1310号40頁）
は，医療法人の「経営について少なからぬ悪影響が生ずることは想像に難くない」
と述べながらも，退社社員の相続人による出資の払戻請求に関し，出資時点（昭和
32年）において20万円の出資が，純資産に対する出資持分割合による出資の払戻し
として4億7110万1049円の支払いになることを肯定し，その払戻しを命ずる判決を
言い渡したが，控訴審判決（東京高判平成20年７月31日金判1310号32頁）は，定款
の規定を出資持分の割合による出資の払戻しでなく出資額限度による払戻しを規定
145
●論　　説●
法科大学院教授 山田　創一
医療法人における退社社員の
出資の払戻請求権
――医療法人愛全会訴訟最高裁判決を素材として――
Ⅰ　はじめに
Ⅱ　素材となる判例
Ⅲ　最高裁判決の特徴
Ⅳ　最高裁判決の問題点
Ⅴ　私見
Ⅵ　最高裁判決の課題
Ⅶ　終わりに
していると解釈して，出資額20万円の返還を認めるにとどまった。これに対し，近
時言い渡された上告審判決（最判平成22年４月８日民集64巻３号609頁・判タ1327
号75頁・判時2085号90頁・金判1351号48頁）は，定款を出資持分の割合による出資
の払戻しを規定していると解して，出資額限度による払戻しと解することに反対し
原判決を破棄する一方，退社社員の相続人による出資の払戻請求が権利の濫用に該
当する可能性があるとして，その審理を尽くさせるため原審に差し戻した。
平成18年法律第84号による医療法の改正により，改正法施行（平成19年４月１日）
後に設立された医療法人については，持分のある医療法人は認められないことになっ
たが，同法施行前に設立された経過措置型の医療法人については，この問題が深刻
な問題として残されている。本件訴訟の帰趨は，単に当該医療法人の存続に関わる
問題であるのみならず，他の経過措置型の医療法人において，医療法人の非営利性
に全く関心をもたない出資者やその相続人の私的利益に基づく払戻請求権を横行さ
せ，医療法人の存続に重大な危機をもたらし，その結果，国民の健康の保持を担っ
て地域医療に貢献している医療法人を医療から撤退させて医療の崩壊を招くという
看過できない重大な悪影響を及ぼす恐れがある問題を含んでおり，経過措置型の出
資者が存在する多くの医療法人とって重大な利害に関わる訴訟でもあった。
本件訴訟に関しては，これまで私は，東京高裁に鑑定書を提出し
（２）
，一審判決の論
理は不当であるとの主張を行う一方，一審判決を批判する判例評釈を書いた
（３）
。また，
控訴審判決に対しては，これを支持する立場から判例評釈を書いた
（４）
。さらに，最高
裁で，口頭弁論が開かれて判例変更の可能性が出たことから，最高裁に意見書を提
出し
（５）
，控訴審判決が維持されるべきことを主張した。そして，この問題に関し論文
を書き，従来の判例の代表格の判例である東京高判平成７年６月14日高民集48巻２
号165頁と本件控訴審判決（前掲東京高判平成20年７月31日）を対比し，後者が医
療法，定款の解釈としてすぐれた解釈であることを論証した
（６）
。
平成22年４月８日に言い渡された最高裁判決は，確かに控訴審判決の論理は破棄
したが，一審判決の評釈で私が採用されるべき論理の一つとして主張した権利濫用
論
（７）
を展開しており，評価されるべき論理も含まれている。本件最高裁判決は，最高
裁として初めて，医療法人における退社社員の出資の払戻請求権の問題に関し，理
由中で本格的な解釈論を展開しており，しかも補足意見が二人付いていて議論の後
が窺われ，実務的な影響が大きい判断といえる。
本件最高裁判決を分析し，その問題点と課題を検討することとする。
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Ⅱ　素材となる判例
１　事案の概要
Ｘは，医療法人Ｙ１の出資社員であったＡ及びＢ（Ｘの両親）の死亡を原因とする
退社によって発生した出資金返還請求権を相続等により取得したと主張して，Ｙ１
に対し出資金返還請求権の内金4億7110万1049円の支払いなどを求めた。そして，
Ｘは，Ｙ２（Ｙ１の理事長）に対しＹ１の運営に関してＢやＸを排斥する一連の行為
を行ったとして，また，Ｙ３（Ｙ１の社員）に対しその不法行為をＹ２と共謀してい
たとして，それぞれに不法行為による損害賠償を請求し，さらに，Ｙ４県に対し，
知事ないし県の衛生環境部医務課職員が故意又は過失によってその職務上の義務を
怠ったことによりＹ２のＢないしＸに対する不法行為を阻止できなかったと主張し
て，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を請求した。
２　一審判決（前橋地判平成18年２月24日）
一審は，以下の理由で，Ｙ１に対する出資金返還請求権の4億7110万1049円の請
求のみを認容し，その余のＸの請求は全て理由がないとして棄却した。
「Ｙ１においては，社員の死亡はその社員の退社事由となり，出資社員が退社し
た場合には，Ｙ１に対する出資金返還請求権が発生する。……Ａは，昭和57年10月
３日に死亡してＹ１の社員の資格を失った。……Ａの相続人のＹ１に対する出資金
返還請求権の消滅時効は，……Ａが退社した時から進行するから，同請求権につい
て，既に10年の時効期間が経過していることは明らかである。……Ｙ１が，平成16年
４月16日の本件口頭弁論において，Ｘに対し，その時効を援用する旨の意思表示を
したことは当裁判所に顕著である。……Ａの死亡に伴う出資金返還請求権は，時効
により消滅したというべきである。」
「医療法54条によれば，医療法人は剰余金の配当をしてはならないと定められて
おり，この規定は，医療法人が営利企業化することを防止しようとしたものと考え
られる。
しかしながら，同法は，医療法人に出資した社員が法人の純資産に対する出資持分
を有するものとするか否か，医療法人の出資社員が退社したときの持分払戻しや医
療法人の解散時の残余財産を出資社員に帰属させることが可能か，可能としてどの
ように払戻し等を行うかについて，専ら医療法人が定款等において自律的に定める
ところに委ねていると解される。このことは，同法56条が，医療法人の解散時の残余
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財産の帰属ないし処分について明文の定めを置いていることからも明らかである。
そして，Ｙ１の定款は，……『退社した社員はその出資額に応じて返還を請求す
ることができる。』と定めているほか，……Ｙ１が解散したときの残余財産は，『払
込出資額に応じて分配するものとする』と定めている（第33条）と認められる。
このような定款の定めの文理に照らすと，Ｙ１にあっては，出資をした社員は出
資額に応じた法人の純資産に対する出資持分を有するものとし，出資持分を有する
社員が退社したときは，当該社員はＹ１に対して出資持分に相当する資産の払戻し
を請求することができることとしたものであるというべきである。
したがって，医療法54条の定めがあるからといって，Ｙ１の出資社員が退社した
ときの出資金返還請求権の金額について，出資金額を限度とすると解することはで
き」ない。
「前記定款の定めに照らすと，Ｙ１にあっては，ある社員が退社した後は，残っ
た社員らが，法人の総社員間の出資額の割合に応じた出資持分を有するものと解さ
れる。
そして，……Ｙ１が設立されてから，現在に至るまで，その出資社員であった者
はＡとＢのみであったから，Ａが死亡したことにより，Ｙ１の出資社員はＢのみに
なったことが明らかであるところ，Ａ死亡後，Ｂは，Ｙ１の純資産全部に対し，出
資持分を有することになったといえる。したがって，Ｂの死亡に伴う出資金返還請
求権は，Ｂの死亡時におけるＹ１の純資産全部に及ぶことになる。」
「次に，Ｂの死亡時においては，既にＡの死亡に伴う出資金返還請求権が発生し
ていたから，ここにいうＹ１の純資産とは，Ｙ１の資産から，Ａの死亡に伴う出資
金返還請求権を含むＹ１の負債を控除したものをいうはずであった。
ところが，……Ａの死亡に伴う出資金返還請求権が時効により消滅したことによ
り，同請求権は，これを行使することができる時，すなわち，Ａの死亡時点に遡っ
て存在しないものと扱われる（民法144条）。その結果，Ｂの死亡時におけるＹ１の
純資産は，Ｙ１の資産から，Ａの死亡に伴う出資金返還請求権を含まないＹ１の負
債を控除したものとなる。
したがって，Ｂの死亡に伴う出資金返還請求権の範囲は，民法255条を引き合い
に出すまでもなく，Ａの死亡に伴う出資金返還請求権を負債として考慮しないＹ１
の純資産全部に及ぶと解するべきである。」
「（ア）Ｙ１は，もともと個人病院を経営していたＡが，Ｂとともに保有していた
資産を出資して，昭和32年に設立された。Ａは，Ｙ１が設立された後，長く理事長
148 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
としてＹ１を経営してきた。
（イ）Ｙ１は，遅くとも昭和48年以後，借入金の増大等に伴って経営が悪化して
いった。そのような状況の中，昭和53年５月ころ，Ｙ１に労働組合が結成され，理
事長であったＡに対し，同人の退任等を要求したり，Ｙ１が保険診療報酬の水増請
求をしている旨の内部告発をしたりなどするようになって，Ｙ１の経営状態はさら
に悪化した。Ａは，しばらくＹ１の理事長の地位にとどまっていたが，同年12月，
Ｙ１の理事長を辞任し，代わってＢが理事長に就任した。
その後，Ｙ４県の調査により，Ｙ１の診療報酬の水増請求の存在が明らかとなり，
昭和54年12月１日，Ｙ１に対する保健医療機関の指定とＡに対する保険医の指定が
それぞれ取り消された。このため，収入の大部分を保険診療報酬に依存していた
Ｙ１は，極めて大きな打撃を被った。
（ウ）もっとも，Ｙ１の経営するＣ病院は，地域の精神科医療に携わるものとし
て重要な役割を担っていたため，これを存続させる必要があるとのＹ４県の意向も
あって，昭和55年３月には，地元選出の県議会議員らが理事としてＹ１の経営に関
与するようになった。そのころ，ＢはＹ１の理事長を辞任した。そして，同年４月
には，Ｙ１に対して保健医療機関の再指定がなされた。
しかし，Ｙ１の経営状態は好転しなかったため，Ｙ１は，昭和55年11月18日，和
議の申立てをしたが，この申立ては，和議の認可には至らずに終局した……。その
後，Ｙ１について，法的な倒産処理手続が行われたことはない。
（エ）以後のＹ１の経営について，ＡやＢが実質的に関与することはなかった。」
「ＡやＢは，Ｙ１の理事長としてＹ１の経営に携わってきたところ，Ｙ１の経営状
況は，遅くとも昭和48年ころから悪化し，昭和55年11月には和議の申立てをするま
でに悪化した。そして，このようなＹ１の経営状況の悪化がＡやＢの行動に起因す
るものであった可能性はある。
しかしながら，Ｙ１がＡやＢによって経営破綻に追い込まれたといえるときに，
同人らがＹ１に対し法的責任を負うことがあるとしても，そのことと出資持分の
消長とは別の問題である。Ｙ１の経営状況の悪化がＡやＢの行動に起因するもので
あったとしても，直ちにＹ１の純資産に対するＡやＢの出資持分が消滅することは
ないというべきである。」
「Ｂの死亡に伴う出資金返還請求権の範囲は，Ｙ１の純資産全部に及ぶことから，
その請求が認められる場合に，Ｙ１の経営について少なからぬ悪影響が生ずること
は想像に難くない。そのような影響の大きさにかんがみると，Ｘが，専らＹ１の経
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営に対して打撃を与えるなど不当な目的をもって，Ｂの死亡に伴う出資金返還請求
権を行使していると認められる場合には，その請求権の行使は，権利の濫用として
許されないと考えられる。」
「本件において，ＸによるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が，専ら不当
な目的をもってなされているとまで認めるに足りる証拠はない。
他方，出資持分を有する社員が経営者の立場で行った行為に違法ないし不当な点
があるからといって，その社員の出資金返還請求権の行使が権利の濫用に当たると
は考えられない。したがって，……ＸによるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の行
使が権利の濫用に当たるということはできない。」
以上より，Ｂ退社時（平成13年６月14日）のＹ１の純資産額は4億9893万8630円
を下らないから，Ｙ１にはＸが求めた出資金返還請求権の4億7110万1049円の支払
義務があるとした。ＸＹ１控訴。
３　控訴審判決（東京高判平成20年７月31日）
控訴審は，以下の理由でＸのＹ１に対する出資金返還請求権を20万円とその遅延
損害金の限度で認めると変更し，他の請求は全て棄却した。
「上記各規定（平成18年法律第84号による改正前の医療法41条・54条・56条１項
２項４項……筆者注）によれば，医療法は，医療法人が存続してその開設する病院
等を経営する限り，医療を提供する体制の確保を図る（医療法１条）ために，医療
法人の自己資本を充実させ，剰余金の利益処分を禁止しているのであり（同法54条），
それゆえに，組合員が脱退した場合にその持分の払戻しを受けることができる旨を
定める民法681条及び持分会社（合名会社，合資会社又は合同会社）の社員が退社
した場合にその持分の払戻しを受けることができる旨を定める会社法611条のいず
れも準用しないこととする一方（医療法68条１項参照），医療法人が解散した場合
については会社法664条を準用した上で（医療法68条１項），医療法人の残余財産は，
合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除くほか，定款又は寄附行為の定
めるところにより，その帰属すべき者に帰属する（医療法56条１項）などと規定し
ているのである。このように，医療法は，医療法人が存続してその開設する病院等
を経営する場合と医療法人が解散した場合とを峻別し，医療法人が存続してその開
設する病院等を経営する限り，医療法人の自己資本を充実させることとして，剰余
金の利益処分を禁止しているのであるから，医療法人が存続してその開設する病院
等を経営する限り，剰余金及びその積立金の利益処分の実質を有する行為も禁止し
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ていると解するのが相当であり，したがって，医療法人に対して出資をした社員が
退社した場合に剰余金及びその積立金の全部又はその一部を払い戻す行為も禁止し
ていると解するのが相当である。……医療法人の定款の定めを解釈するに当たって
は，医療法の上記の趣旨を踏まえてこれを行うことを要するものというべきある。」
「Ｙ１の原始定款……は，当該医療法人の資産を基本財産とそれ以外の財産（通
常財産）とに明確に区分し，これらについて内訳書を作成するなどして明確に区分
して管理することとし，基本財産は原則として処分してはならない（９条）ことと
し，『決算の結果剰余金を生じた時は総会の決議を経てその全部又は一部を基本財
産に繰り入れ若しくは新医療器，医学研究の為の書籍等買入に当てる』ことを明記
した（15条）上で，『退社せる社員はその出資額に応じ払戻しを請求する事が出来
る』と規定する（８条）一方，当該医療法人が解散した場合については，『本社団
が解散した時の残余財産は総会の決議を経，且つ，Ｙ４県知事の認可を得て払込出
資額に応じて分配するものとする』（33条）と規定していたこと，変更後の現行の
定款も，上記８条の文言を『退社した社員はその出資額に応じて返還を請求するこ
とができる』とするなど，若干の文言の修正をしたほか，同旨を定めていること，
上記各規定によれば，Ｙ１の定款は，当該医療法人が存続して病院を経営している
間は，基本財産を維持し，医療法54条が，剰余金の配当を禁止している趣旨を踏ま
え，剰余金が生じたときは，これをそのまま保有しておいて出資した社員が退社し
た場合に払い戻すこととすることを想定せず，これを基本財産に繰り入れ，又は医
療機器の整備，更新等に専ら充てることとし，その結果として，出資をした社員に
対して剰余金の配当をしないことは当然のこととして，出資をした社員が退社した
場合は『払戻し』という文言（現行の定款においては『返還』）を使用して出資を
払い戻すことを認めるにとどめ，その社員に対して出資額に応じて払い戻すべき資
産の対象から剰余金及びその積立金を除外することとする一方，Ｙ１が解散した場
合には，もはや病院等を経営することがなくなる以上，剰余金及びその積立金を含
め，上記の要件の下に，残余財産を出資をした社員に対して出資額に応じて分配す
ることとするものであること，以上のとおり認めることができる。上記認定事実に
よれば，Ｙ１に対して出資をした社員が退社した場合には，退社した当該社員は，
Ｙ１に対し，自己が出資した額の限度でその返還を請求することができるのであり，
基本財産並びに剰余金及びその積立金を含む総資産について持分の払戻しを請求す
ることはできないものと解するのが相当である。Ｙ１の原始定款８条は，『退社し
た社員はその出資額に応じ払戻しを請求する事が出来る』と定めていたところ，変
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更後の現行の定款８条も，『退社した社員はその出資額に応じて返還を請求するこ
とができる』と定めており，定款の文言上は基本財産並びに剰余金及びその積立金
を含む総資産について持分の返還ないし払戻しを定めているかのように見える部分
があるが，定款の全体の定め及びその趣旨にかんがみれば，そのようなことを定め
たものと解することはできないのであって，『出資額に応じ』とは，社員の出資額
が格別に異なることを想定した上，退社する社員が返還ないし払戻しを請求するこ
とができる出資は当該社員が出資した額とする旨を明らかにしたものにすぎないと
いうべきである。」
以上より，ＸのＹ１に対する出資金返還請求は，出資金20万円とその遅延損害金
の支払いを求める限度で認容すべきであるとした。Ｘ上告。
４　上告審判決（最判平成22年４月８日）
Ｙ２・Ｙ３・Ｙ４県に対する上告受理申立ては最高裁で受理されず，Ｘの請求を棄
却すべきとした原判決が確定した。また，最高裁は，Ｙ１に対する請求において，
ＸによるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の部分を，以下の理由により破棄し，原
審に差し戻した。
「医療法（平成18年法律第84号による改正前のもの）44条，56条等に照らせば，
同法は，社団たる医療法人の財産の出資社員への分配については，収益又は評価益
を剰余金として社員に分配することを禁止する医療法54条に反しない限り，基本的
に当該医療法人が自律的に定めるところにゆだねていたと解されるところ，本件定
款は，８条において『退社した社員はその出資額に応じて返還を請求することがで
きる。』と規定するとともに，33条においてＹ１の解散時における出資者に対する
残余財産の分配額の算定について『払込出資額に応じて分配する』と規定する。本
件定款33条が，Ｙ１の解散時においては，Ｙ１の残余財産の評価額に，解散時におけ
る総出資額中の各出資者の出資額が占める割合を乗じて算定される額を各出資者に
分配することを定めていることは明らかであり，本件定款33条の『払込出資額に応
じて』の用語と対照するなどすれば，本件定款８条は，出資社員は，退社時に，同
時点におけるＹ１の財産の評価額に，同時点における総出資額中の当該出資社員の
出資額が占める割合を乗じて算定される額の返還を請求することができることを規
定したものと解するのが相当である。
本件定款における基本財産の規定（９条，15条）は，出資金返還請求権の額の算
定の基礎となる財産の範囲や返還額の限度について定めたものとは解されないか
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ら，上記各規定は，上記判断に影響を及ぼすものではない。」
「Ｂ分の出資金返還請求権の額は，Ｂが死亡した平成13年６月14日の時点におい
て既にＡの死亡によりＡ分の出資金返還請求権が発生している以上，これを負債と
して控除して算定されるＹ１の財産の評価額に，Ａの出資額を除いて計算される総
出資額中のＢの出資額が占める割合である20万分の20万を乗じて算定されることと
なり，同時点より後に，Ａ分の出資金返還請求権につき消滅時効が援用されて，同
請求権が消滅したとしても，Ｂ分の出資金返還請求権の額が増加することはないと
解すべきである。」
「以上と異なる原審の判断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反が
ある。論旨はその趣旨をいうものとして理由があり，原判決中，Ｘ敗訴部分のうち，
Ｂ分の出資金返還請求に関する部分は破棄を免れない。
そして，Ｂ分の出資金返還請求権の額，Ｙ１が過去に和議開始の申立てをしてそ
の後再建されたなどのＹ１の財産の変動経緯とその過程においてＢらの果たした役
割，Ｙ１の公益性・公共性の観点等に照らすと，Ｘの請求は権利の濫用に当たり許
されないことがあり得るというべきである。したがって，Ｂ分の出資金返還請求権
の額やＸの請求が権利の濫用に当たるかどうか等について，更に審理を尽くさせる
ため，同部分につき，本件を原審に差し戻すこととする。」
５　上告審判決の補足意見
（１）宮川光治裁判官の補足意見
「１　法廷意見のとおり，平成18年改正前（以下『改正前』という。）の医療法は，
社団たる医療法人の財産の出資社員への分配に関し，54条に反しない限り，私的自
治（自律）にゆだねていると解される。したがって，定款において，出資した社員
は当該社団たる医療法人の資産に対し出資額に応じた持分を有するものとし，当該
社団たる医療法人が解散した場合は，出資した社員は出資持分に相当する残余資産
の分配を受けることとするとともに，社員資格を喪失した場合においても，同様に，
当該社員は出資持分に相当する資産の払戻しを請求することができることと定める
ことができる。行政解釈及び税務解釈はこれを是認しており，裁判例もこの解釈を
支持している（東京高判平成７年６月14日高民集48巻２号165頁等）。昭和25年８月
９日医発第521号厚生省医務局長発各都道府県知事あて通知『医療法の一部を改正
する法律の施行について』に添付された定款例（以下『モデル定款』という。）は，
第９条において『退社した社員は，その出資額に応じて払戻しを請求することがで
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きる。』，第36条において『本社団が解散した場合の残余財産は，払込済出資額に応
じて分配するものとする。』と規定しているが，これは，上記趣旨の定款例を示し
たものであり，このモデル定款に従い，改正前医療法の下では，多数の持分の定め
のある社団たる医療法人が設立されてきたのである。医療法人の数は，平成21年３
月31日現在4万5396であるが，持分の定めのある社団は4万3234であり，約95パー
セントを占めている。なお，いわゆる一人医師医療法人の数は3万7878に達してい
る。本件定款は，記録によればモデル定款に依拠して作成されたものと認められる
ところ，その第８条の『退社した社員はその出資額に応じて返還を請求することが
できる。』とは，モデル定款第９条と同義であると解される。
医療事業を法人化する場合において，非営利性の貫徹を志向するとともに経営の
継続性・将来性を確立しようとする場合は，財団，持分の定めのない社団という法人
形態を選択することができる。また，いったん持分の定めのある社団として設立し
た場合であっても，後に，定款を変更することにより持分の定めのない社団に移行
することができる。近年，厚生労働省は，社員の退社時における持分払戻請求権及び
解散時における残余財産分配請求権について払込額を限度とすることを定款におい
て明らかにするという出資額限度法人を，定款案を示して勧奨しており（平成16年
８月13日医政発第0813001号各都道府県知事あて厚生労働省医政局長通知），出資額
限度法人としての設立例及びこれへの移行例もみられる。平成18年改正医療法の下
では，施行日の平成19年４月１日以降新たに医療法人を設立認可する場合，その形
態は，財団法人か持分の定めのない社団法人のみとなったが，従前の定款の規定は
有効とされており，持分の定めのある社団法人は存続している（同法附則10条２項）。
原判決は，改正前の医療法は，医療法人が存続する場合と解散する場合を峻別し
ているという解釈を示し，医療法人が存続してその開設する病院を経営する限り，
剰余金及びその積立金の利益処分の実質を有する行為を禁止していると解するのが
相当であり，したがって，社員が退社した場合にも剰余金及びその積立金の全部又
はその一部を払い戻す行為も禁止していると解するのが相当であるとしている。こ
の判断は，医療法の解釈を誤っており，昭和25年以来の医療法人制度の法的安定性
を動揺させるおそれがあり，是認できない。
２　持分の定めがある社団たる医療法人において，出資社員の退社による返還請
求額が多額となり医療法人の存続が脅かされるという場合があり得るとしても，当
該医療法人の公益性を適切に評価し，出資者が受ける利益と当該医療法人及び地域
社会が受ける損害を客観的に比較衡量するという，権利濫用法理の適用により妥当
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な解決に至ることが可能である。とりわけ，当該医療法人が過去において債務超過か
それに近い状態に陥り，後に関係者の努力により再建されて現在の資産状態が形成
され，その資産形成には当該社員が貢献していないというような事案では，当該社員
の出資持分に相当する資産の返還請求は権利の濫用となり得るものと考えられる。」
（２）金築誠志裁判官の補足意見
「１　本件定款のような規定を持つ医療法人における退社した社員の財産上の請
求権については，租税上の取扱いを含めた長年にわたる行政実務及び多くの裁判例
を通じて，退社時の法人財産評価額に対する出資割合に応じた金額の請求権を意味
するものと解されてきた。医療法人の存続を優先的に考える見地からの原判決のよ
うな解釈は，その意図は理解できなくはないものの，今卒然とこうした解釈を採用
することは，本件定款と同様の規定を有する極めて多くの医療法人の出資者等に対
し，予期せざる重大な不利益を及ぼすおそれがあり，著しく法的安定性を害するも
のといわざるを得ない。私が，原判決を支持できないと考える最大の実質的な理由
は，ここにある。
本件において本判決の判示する方法によって算出される金額の出資金返還請求を
認容することが，従来の経緯，Ｙ１存続の見地等から不当であると判断される場合
には，権利濫用等の法理の適用を検討するのが採るべき道であると考える。
２　ところで，第１審判決は，Ｙ１における退社社員の出資金返還請求権につき，
本判決と同様，Ｙ１の財産評価額に出資割合を乗じた額の請求権であると解した上
で，Ａ分の出資金返還請求権が時効により消滅したことにより，同請求権は，Ａの
死亡時点に遡って存在しないものと扱われるから，Ｂ分の出資金返還請求権の範囲
は，Ａ分の出資金返還請求権を負債として考慮しないＹ１の純資産全部に及ぶとし
ている。しかしながら，Ｂ分の出資金返還請求権は，Ｂの死亡退社により当然に，
具体的な金銭請求権として，すなわち具体的な金額の確定した請求権として成立す
るのであり，その計算の基礎となる純資産の額は，その当時に負債として存在した
Ａ分の出資金返還請求権を控除したものでなければならず，その後弁済までの間に，
同請求権の消滅時効が完成し，援用されたからといって，Ｂ分の出資金返還請求権
の金額を再計算すべき理由はないといわなければならない。第１審判決は，Ａの死
亡によりＹ１の社員はＢ一人となり，ＢがＹ１の純資産全部に対し出資持分を有す
ることになったことをもって，Ａ分の出資金返還請求権の時効消滅による純資産の
増加分もＢ分の出資金返還請求権の対象になる根拠としているが，Ｂの死亡後は，
上記のようにＢの持分は具体的な出資金返還請求権に変換しており，Ｙ１の資産に
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対する割合的な権利というものが残存しているわけではないのであるから，同請求
権の金額は，Ｂの死亡後に生じた事由による資産の増減に伴って変動するものでは
ないと解すべきである。」
Ⅲ　最高裁判決の特徴
（１） 一審判決と最高裁判決は，「退社した社員はその出資額に応じて返還を請求
することができる。」と規定したＹ１の定款を，出資持分の払戻しと解したのに対
し，控訴審判決は出資額限度の払戻しと解した点で，大きく結論を異にしている。
Ｙ１の定款は，厚生省（現厚生労働省）通達
（８）
に参考添付されたモデル定款を採用し
たものであったが，厚生省自身が「出資額に応じて」という表現を出資持分の払戻
請求と解したため
（９）
，司法解釈においても，モデル定款を採用した医療法人における
退社社員の出資の払戻請求権に関し，本件控訴審判決（前掲東京高判平成20年７月
31日）が登場するまでは，東京地八王子支判平成６年３月24日未登載，東京高判平
成７年６月14日高民集48巻２号165頁，浦和地判平成10年２月20日労判787号76頁，
最判平成10年11月24日未登載，東京高判平成11年11月17日労判787号69頁などこの
問題を扱った判例は，医療法人における退社社員の出資の払戻請求を出資持分の払
戻しと解していた
（10）
。平成18年６月21日に改正された法律第84号改正医療法では，同
法施行後に新たに設立される医療法人としては，持分のある医療法人は認められな
いこととなったが，こうした新しい状況下にあっても，最高裁判決は，既存の医療
法人に関しこうした従来の行政解釈・司法解釈を踏襲したにすぎない。法的安定性
を害する（宮川補足意見・金築補足意見がこの点を強調する）という点が，出資持
分の払戻しと解する最大の根拠であったといえる。
（２） 一審判決は，Ａの分の出資金返還請求権につき消滅時効が援用されて，同
請求権が消滅すると，時効の遡及効（民法144条）によりＢの分の出資金返還請求
権の額が増加するとして，20万円を出資したＢにＹ１は4億7110万1049円の支払義
務があるとしたが，最高裁判決は，Ａの分の出資金返還請求権につき消滅時効が援
用されて同請求権が消滅しても，Ｂの分の出資金返還請求権の額が増加することは
ないとした点で，一審判決と最高裁判決は結論を異にする。すなわち，Ａの出資額
は442万5600円，Ｂの出資額は20万円であるが，Ａの出資金返還請求権（95.7％の
出資持分による出資金返還請求権）をＹ１の資産から負債として控除した額がＢの
分の出資金返還請求権の額となるので，一審判決のように4億7110万1049円の支払
義務を認めることは，最高裁判決によって否定されたことになる。
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一審判決は，時効の遡及効を理由に，4.3％の出資持分による出資金返還請求権
しか有しなかったＢが，95.7％の出資持分による出資金返還請求権を有していたＡ
の分まで払い戻しを受けれるという帰結を導いていた。この論法でいけばＢは１円
の出資であったとしても，Ａの分の出資金返還請求権につき消滅時効が援用されて
消滅すれば同様の結果（4億7110万1049円の支払義務がある）になるから，余りに
も非常識極まる結論であった。最高裁が，こうした一審判決を採用しなかった点は，
後述する問題があるとしても，一応評価できよう。
（３） 一審判決は，ＸによるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の行使は権利の濫
用に当たらないとしていたのに対し，最高裁判決は，Ｘの請求は権利の濫用に当た
り許されないことがあり得るとしており，差し戻された高裁判決がＸの請求を権利
の濫用と判断するなら払戻額が０（あるいは出資額の20万円）とされる可能性があ
る点で，最高裁判決は一審判決と結論を異にしているといえる。
一審判決は，「Ｘが，専らＹ１の経営に対して打撃を与えるなど不当な目的をもっ
て，Ｂの死亡に伴う出資金返還請求権を行使していると認められる場合には，その
請求権の行使は，権利の濫用として許されない」とした上で，「本件において，Ｘ
によるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が，専ら不当な目的をもってなされ
ているとまで認めるに足りる証拠はない」と判断しており，権利の濫用に加害の意
思という主観的要件を要求する立場に立っていた。
しかし，現在の判例法理は，権利濫用を判断するにつき，加害の意思という主観
的要件を要求せず，客観的比較考量で判断している。すなわち，国が所有者から土
地を賃借して占領軍（占領後は日米安全保障条約によって米駐留軍）に空軍基地と
して使用させていたが，所有者より賃貸借期間が満了したとして国に対し土地明渡
しが請求された事案において，最高裁は，所有者の明渡請求を権利濫用と判断した
原判決を支持している。そして，この事案で最高裁は，原判決中に土地所有者の
「加害の意思について判示されていないことは，格段の障害となるものではない。」
と判示して，権利の濫用の判断に加害の意思という主観的要件を要しないことを明
らかにしている（最判昭和40年３月９日民集19巻２号233頁）。
従って，本件一審判決の権利濫用論には判例法違反があったといえる。本件最高
裁判決は，「Ｂ分の出資金返還請求権の額，Ｙ１が過去に和議開始の申立てをして
その後再建されたなどのＹ１の財産の変動経緯とその過程においてＢらの果たした
役割，Ｙ１の公益性・公共性の観点等に照らすと，Ｘの請求は権利の濫用に当たり
許されないことがあり得る」としており，加害の意思という主観的要件を要求せず
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客観的比較考量で判断しているといってよいであろう
（11）
。また，宮川補足意見は，「持
分の定めがある社団たる医療法人において，出資社員の退社による返還請求権が多
額となり医療法人の存続が脅かされるという場合があり得るとしても，当該医療法
人の公益性を適切に評価し，出資者が受ける利益と当該医療法人及び地域社会が受
ける損害を客観的に比較衡量するという，権利濫用法理の適用により妥当な解決に
至ることが可能である。」と述べて，「出資者が受ける利益と当該医療法人及び地域
社会が受ける損害を客観的に比較衡量する」という判断の中で「医療法人の公益性」
を適切に評価することを強調している点が注目される。なお，宮川補足意見は，「と
りわけ，当該医療法人が過去において債務超過かそれに近い状態に陥り，後に関係
者の努力により再建されて現在の資産状態が形成され，その資産形成には当該社員
が貢献していないというような事案では，当該社員の出資持分に相当する資産の返
還請求は権利の濫用となり得るものと考えられる。」と述べており，差戻審で「当該
医療法人が過去において債務超過かそれに近い状態に陥り，後に関係者の努力によ
り再建されて現在の資産状態が形成され，その資産形成には当該社員が貢献してい
ない」という事実が認定されれば，権利濫用法理の適用がなされることを明確にし
た点は，具体的基準を提示したものとして評価してよいであろう（立証活動を行う
当事者や差戻審の裁判官に非常に参考となる）。さらに，金築裁判官は，「従来の経
緯，Ｙ１存続の見地等から不当であると判断される場合には，権利濫用等の法理の
適用を検討するのが採るべき道である」と述べているが，法廷意見と同じとみてよ
いであろう。
Ⅳ　最高裁判決の問題点
（１） 本件事案は，①Ａの出資金返還請求権が時効にかかっていたこと，②その
結果，95.7％の出資持分を有していたＡの出資金返還請求権でなく，出資額の少な
いＢの方の出資金返還請求権の払戻額が問題とされたこと，③Ｙ１が過去に和議開
始の申立てをしてその後，別の関係者の努力により再建され，Ｙ１の資産形成にＢ
が貢献していないことといった特殊な事情が存在していた。そして，最高裁判決は，
こうした事案の特殊性に着目し，公益性・公共性を有するＹ１を廃業に追い込むこ
とになる一審判決のような判断（4億7110万1049円の支払いを肯定）を回避した点
で，一応の評価をすることはできよう。
しかし，こうした事案の特殊性がなかった場合には，最高裁判決の判断枠組みでは，
公益性・公共性を有する医療法人を廃業に追い込む金額の支払いを命じる可能性が
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あり，その意味では控訴審判決は，こうした特殊性がない事案においても公益性・
公共性を有する医療法人を存続させることができる点で，評価できる判決であった
といえる。もっとも，最高裁判決の判断枠組みでも権利濫用論を用いて公益性・公
共性を有する医療法人の存続を考慮することができるとの反論も考えられるが，権
利濫用論の衡量要素は，「Ｂ分の出資金返還請求権の額，Ｙ１が過去に和議開始の
申立てをしてその後再建されたなどのＹ１の財産の変動経緯とその過程においてＢ
らの果たした役割，Ｙ１の公益性・公共性の観点等」といった多面的な事情を総合
的に考慮するのであり，裁判官によって医療法人の公益性・公共性に対する比重が
変わりうることから，公益性・公共性を有する医療法人の存続を図るという点では，
控訴審判決の方が確実性がある効果的な判断枠組みといえる。
（２）最高裁判決の問題点を具体的に列挙すると以下の点があげられよう。
まず，最高裁判決の第一の問題点は，Ａの出資金返還請求権が発生し，次にＢの
出資金返還請求権が発生し，その後でＡの出資金返還請求権の時効が援用されたこ
とから，Ｂの分の出資金返還請求権の額が増加することはないとされたが，こうし
た論理からすると，Ａの出資金返還請求権が発生し，その時効が援用された後に，
Ｂの出資金返還請求権が発生した場合には，Ｂの分の出資金返還請求権の額が増加
する可能性があり，最高裁がそうした帰結を前提としているとすれば不当といえる。
金築補足意見も「Ｂ分の出資金返還請求権は，Ｂの死亡退社により当然に，具体的
な金銭請求権として，すなわち具体的な金額の確定した請求権として成立するので
あり，その計算の基礎となる純資産の額は，その当時に負債として存在したＡ分の
出資金返還請求権を控除したものでなければならず，その後弁済までの間に，同請
求権の消滅時効が完成し，援用されたからといって，Ｂ分の出資金返還請求権の金
額を再計算すべき理由はないといわなければならない。……Ｂの死亡後は，上記の
ようにＢの持分は具体的な出資金返還請求権に変換しており，Ｙ１の資産に対する
割合的な権利というものが残存しているわけではないのであるから，同請求権の金
額は，Ｂの死亡後に生じた事由による資産の増減に伴って変動するものではない」
としているので，Ａの出資金返還請求権が発生し，その時効が援用された後に，Ｂ
の出資金返還請求権が発生した場合には，Ｂの分の出資金返還請求権の額が増加す
る可能性があり，最高裁がこうした帰結を前提としていることを裏付けているとい
える。しかし，そもそも時効の利益は債務者Ｙ１のためにあるのであり，Ｙ１がＡ
の分の出資金返還請求権の時効を援用したにもかかわらず，それがＢの分の出資金
返還請求権の額を増加させ，債権者Ｘの利益を図るとしたら本末転倒というべきで
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ある。債権の時効消滅は弁済と同じ権利消滅事由であり，一人の出資金返還請求権
が時効消滅した場合は，これを弁済により出資金返還請求権が消滅した場合と同視
して，Ｙ１の「純資産」から負債として控除されるものとして扱い，Ａの分の出資
金返還請求権の時効の援用がＢの出資金返還請求権の発生の前であろうと後であろ
うと，Ｙ１の「純資産」が拡張することを否定すべきである。
最高裁判決の第二の問題点は，Ａの出資金返還請求権が時効にかかっておらず，
ＸによるＡの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が請求されたとしたら，あるいは，
ＸによりＡとＢの双方の死亡に伴う出資金返還請求権の行使が請求されたとした
ら，医療法人の公益性・公共性に比重を置かない裁判官によれば，医療法人を廃業
に追い込む金額の支払いを命じることになる可能性がある点で，不当といえる。
最高裁判決の第三の問題点は，Ｙ１が過去に和議開始の申立てをしてその後別の
関係者の努力により再建され，Ｙ１の資産形成にＢが貢献していないといった特殊
事情がなかったとしたら，医療法人の公益性・公共性に比重を置かない裁判官によ
れば，ＸによるＢの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が権利の濫用にならない可
能性がある点で，不当といえる。
最高裁判決の第四の問題点は，社員が出資を原則としない医療法人において，出
資持分を認め退社社員に持分による払戻しを認めることの不当性である。しかも，
剰余金を配当してはならないとする医療法54条を潜脱することになり
（12）
，補助金や健
康保険等で形成された資産を何故Ｂの相続人Ｘが払戻しの請求をできるのかという
点については，何の説明もなされていない。公益社団法人及び公益財団法人の認定
等に関する法律18条が，公益法人は「公益目的事業財産」（寄附を受けた財産，交
付を受けた補助金，公益目的事業に係る活動の対価として得た財産など）を公益目
的事業を行うために使用し又は処分しなければならないとしており，準公益法人
（13）
で
ある医療法人においても出資持分の払戻請求権の対象である「純資産」から控除す
べき財産として参考にすべきである。
（３） 結局，最高裁が，Ｂの出資額でなくＢの出資持分の払戻しを認めたのは，
今までの行政解釈・税務解釈・裁判例が出資持分の払戻しと解していたことから，
法的安定性を損なわないようにする必要があると考えたからであろう（宮川・金築
補足意見が指摘する）。しかし，厚生労働省の「医業経営の非営利性等に関する検
討会報告書」において，「医療法人制度に関しては，制度創設時より一貫して剰余
金の配当が禁止され，営利性が否定された法人制度であるが，医療法人の実態とし
て，いわゆる『持ち分』があると誤って判断されてきたことを原因として医療法人
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の永続性・継続性が確保できないといった問題が生じており」と指摘されていて
（14）
，
出資社員に持分があると判断されてきたことが「誤り」であったことを厚生労働省
の検討会自らが自白
．．
していることは看過すべきではない。そして，こうした反省に
立って，平成18年６月21日に改正された法律第84号改正医療法では，同法施行（平
成19年４月１日）後に新たに設立される医療法人としては，持分のある医療法人は
認められないことになったのであり，同法施行前に設立された経過措置型医療法人
においても，定款の合理的解釈を通じて，控訴審判決のような出資額限度の払戻し
と解する可能性を残しておくべきではなかったかとの思いを禁じ得ない
（15）
。「誤って
判断」されたものであったとしても，今までの行政解釈・税務解釈・裁判例が出資
持分の払戻しと解した以上，従わざるを得ない（最高裁が言う「法的安定性」はこ
ういうことである）という最高裁の立場と，勇断をもって誤りを是正した控訴審判
決（その結果，最高裁が言う「法的安定性」は害されることになる）の立場のどちら
が正しかったかは，「悪法も法なり」という哲学的な問題と共通する問題を含むが，
私見は，後述するように勇断をもって誤りを是正した控訴審判決を正当と考える。
Ⅴ　私見
私見は，Ｙ１の「退社した社員はその出資額に応じて返還を請求することができ
る。」という定款の下においても，定款の合理的解釈を通じて，出資額限度の払戻
しと解することは許されると考える。本件控訴審判決が正当であることは，以下の
点から基礎付けることができる。
１　判例変更として位置付けることができるとする立場
まず，出資額限度法人をめぐる社会や立法の著しい変化を理由に，判例変更の機
が熟したとの前提に立ち，定款の合理的解釈により出資額限度の払戻しと解する立
場が考えられる。すなわち，
厚生労働省により設置された「これからの医業経営の在り方に関する検討会」が
平成15年３月26日にとりまとめた「医業経営の近代化・効率化へ向けた今後の取組」
で，「出資額限度法人」（社員の払戻請求権を出資額にのみ制限した定款を有する社
団医療法人）の検討の必要性が指摘され，平成16年６月22日に「医業経営の非営利
性等に関する検討会」がとりまとめた報告書では，「出資額限度法人」の普及・定
着に向けて，出資持分の払戻請求権の範囲を出資額限度としない「現行の社団医療
法人のモデル定款については，廃止を含めてその取扱いを検討すべきである。」と
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まで指摘されていた
（16）
。そして，平成16年８月13日の厚生労働省医政局長通達で，出
資額限度法人のモデル定款が示されるに至った。「医業経営の非営利性等に関する
検討会」は，出資額限度方式が望ましい理由として，「①投下資本の回収を最低限
確保しつつ，法人の内部に留保された剰余金が出資額に応じて社員に払戻し（分配）
されるという『事実上の配当』とも評価されかねないと最終報告書が指摘するよう
な事態の発生を防止し，医療法人の『非営利性』の徹底に資するものであること，
②社員の退社時や法人の解散時における払い戻（分配）される額の上限があらかじ
め明らかになることで，医療法人の安定的運営に寄与し，もって『医療の永続性・
継続性』の確保に資するものであること」をあげている
（17）
。
そして，平成18年６月21日に改正された法律第84号改正医療法では，同法施行
（平成19年４月１日）後に新たに設立される医療法人としては，持分のある医療法
人は認められないこととなり，解散時の残余財産の帰属先に関しても，出資者とす
ることができず，①国，②地方公共団体，③医療法人その他の医療を提供する者で
厚生労働省令で定めるもののいずれかとしなければならないとする一方（医療法44
条４項・50条４項），持分のある医療法人に代わるものとして新たに基金の返還を
認める基金拠出型の医療法人（医療法施行規則30条の37・30条の38）が創設される
こととなった。そして，こうした医療法人の基金の拠出者は，拠出額について無利
息で返還を受けることができるのみであり，医療法人への出資者が退社時に出資割
合に応じた額の請求をすることは認められていない。
定款の合理的解釈を行う場合，こうした医療法人の出資の払戻しをめぐる社会や
立法の著しい変化を踏まえた上で，合理的な解釈を行うことが求められる。最高裁
自身も，従来の解釈が社会の変化により不合理な結果を招来する場合には，180度
梶を切る判断を今まで勇断をもって示してきた
（18）
。主たる債務者が負担する解除に基
づく原状回復義務についての保証人の責任に関し，保証契約の合理的意思解釈を行
い，従来否定してきた保証人の責任を判例変更して肯定するに至った判決
（19）
も，その
ことをまさに示したものと言える。
とりわけ，厚生労働省の「医業経営の非営利性等に関する検討会報告書」におい
て，「医療法人制度に関しては，制度創設時より一貫して剰余金の配当が禁止され，
営利性が否定された法人制度であるが，医療法人の実態として，いわゆる『持ち分』
があると誤って判断されてきたことを原因として医療法人の永続性・継続性が確保
できないといった問題が生じており」と指摘されていて
（20）
，出資社員に持分があると
判断されてきたことは「誤り」であることを厚生労働省の検討会自らが自白してい
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る。改正医療法が施行された現在においては，「誤って」なされた判断を合理的解
釈を通じて是正する解釈を行うべきである。
もっとも，平成18年６月21日法律第84号改正の医療法附則10条２項において，改
正医療法の施行日前に設立された医療法人又は施行日前に設立の認可の申請をし，
施行日以後に設立の認可を受けた医療法人であって，残余財産の帰属先の規定を設
けていないもの又は改正医療法に規定する者以外の者を残余財産の帰属先として規
定しているものについては，「当分の間」改正医療法の規定を適用せず，旧医療法
の規定の効力を有効とする経過措置を設けている。前掲東京高判平成20年７月31日
によれば，出資社員の退社の際の出資の払戻しと，解散時の残余財産の帰属とは区
別されるから，医療法附則10条２項により後者について旧医療法の規定を有効とす
る経過措置が設けられたとしても，前者については出資持分の払戻しは禁止される
に至ったと解することができよう。
すなわち，本件最高裁判決（前掲最判平成22年４月８日）は，医療法人の出資社
員が退社したときの出資の払戻しと解散時の残余財産の帰属を同列に扱って，剰余
金及びその積立金を含めた純資産から持分の払戻しを行っているのに対し，本件控
訴審判決（前掲東京高判平成20年７月31日）は，医療法人の出資社員が退社したと
きの出資の払戻しと解散時の残余財産の帰属とを区別し，出資社員が退社したとき
の出資の払戻しについては出資額限度の払戻しであるが，解散時の残余財産の帰属
については，剰余金及びその積立金を含めた残余財産を出資額に応じて分配すべき
であると解している。そもそも，事業を継続し存続することを前提とする出資社員
の退社の際の出資の払戻しと，残余財産を残す必要のない清算段階を前提とする解
散時の残余財産の帰属とは区別すべきで，医療法も本件控訴審判決が指摘するよう
に両者を区別して取り扱う趣旨と解すべきである。
本件控訴審判決（前掲東京高判平成20年７月31日）に関する無記名の判例解説の
コメントで，「医療法の趣旨を前提にすれば，医療法人の純資産の払戻しを認めた
原判決（一審判決……筆者注）を変更して，その出資額の限度で返還を命じた本判
決の判断に特に異論はないものと解される」と指摘され
（21）
，また，近時，本件控訴審
判決と同様の定款（「退社した社員は，その払込済出資額に応じて払戻しを請求す
ることができる。」との定款）を有する医療法人において，退社社員の出資の払戻
請求が問題となったが，本件控訴審判決と同様に，「退社する社員が返還ないし払
戻しを請求することができる出資は当該社員が出資した額とする旨を明らかにした
ものにすぎないと解するのが相当である」との判断が示されていた（東京地立川支
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判平成21年７月24日未登載）。厚生労働省自身が認めた「誤った判断」を正した控
訴審判決が「特に異論はない」と評価され，これに従う下級審判決も現れて控訴審
判決が定着しようとしていただけに，本件控訴審判決を破棄して最高裁が時計の針
を「誤った」方向に戻したことは，厳しく批判されねばならないであろう。
２　従前の判例と抵触せず事例判決として位置付けることができるとする立場
改正医療法附則10条２項において，厚生労働省は，出資社員の退社の際の出資の
払戻しと，解散時の残余財産の帰属とを同列に扱い，出資者の払戻請求権の範囲を
出資額限度としない出資持分の定めのある医療法人も「当分の間」は存続すること
が認められると解している。仮に，こうした解釈にたったとしても，定款の解釈に
より出資者の払戻請求権の範囲を出資額限度とする医療法人が存在することを否定
すべきではないと考える。すなわち，司法解釈による定款の合理的解釈を通じて，
「退社した社員は，その出資額に応じて払戻しを請求することができる。」というモ
デル定款を採用した医療法人であったとしても，問題となった個別の医療法人の実
態や「定款の全体の定め及びその趣旨にかんがみ」て出資者の払戻請求権の範囲を
出資額限度とすることは認められてよいと考える。改正医療法は，同法施行後「当
分の間」は司法解釈に既存の医療法人の合理的解決を委ねたものと解することがで
きよう。
まず，定款を解釈するに際し，前掲東京高判平成７年６月14日は，「その文理ない
し文言が持つ一般的な意味内容とは離れて，そこに設立者が特に個別的な意味合い
を付与したものとは解されず，過去に右のような一解釈事例があったからといって，
それによって直ちに右定款の定めの規範的な意味内容が左右されたり規定されるこ
とになるものではない」と解しており，医療法人Ｙ１の定款８条の「出資額に応じ
て」との文言を出資額そのものの払戻しを意味していると解することは，「その文
理ないし文言が持つ一般的な意味内容」に反することにならないかが問題となる。
思うに，定款の解釈であることから，定款の解釈の一場面である「法人の目的の
範囲」の解釈の基準が参考となる。判例は，営利法人では客観的抽象的基準で「法
人の目的の範囲」を判断し，非営利法人では具体的事情を斟酌して「法人の目的の
範囲」を判断していると解されている
（22）
。本件の定款解釈は，医療法人という非営利
法人の定款の解釈の問題であって，退社社員の出資の払戻しという法人の内部関係
の問題であり非取引行為の問題であることに鑑みるならば，客観的抽象的基準で判
断するのでなく，当該法人の定款の全体の定めやその趣旨及び当該法人の実態を斟
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酌し具体的事情を考慮して解釈すべきといえる。従って，医療法人Ｙ１の定款８条
の「出資額に応じて」との文言を，モデル定款である「その文理ないし文言が持つ
一般的な意味内容」に基づいて解釈する必要はなく，定款の全体の定めやその趣旨
及び法人の実態に鑑みて，出資額そのものの払戻しを意味していると解することは
許されると考える。
そこで，本件訴訟の事案を，医療法人Ｙ１の設立時の出資者の合理的意思という
観点で考察してみるならば，①設立時の出資者ＡＢは，医業の継続を最大の目的と
しており，退社時に投下資本の回収として出資金が戻ることは予期していても，自
らの退社とともに医業を終了させることまでは予期していなかったと考えられるこ
と，②出資者ＡＢは，医療法人が営利目的でないことは認識していて自らの出資が
利益を生むとは期待していないし，仮にそうした期待があっても，医療法人の永続
性を損なう利益を出資者が得ることは医療法の趣旨に反し認めることはできないこ
と，③出資時点（昭和32年）において20万円の出資が一審判決（平成18年）のよう
に4億7110万1049円の出資の払戻しとして認められるという事態は，出資時点で誰
も予測ないし期待しておらず，しかもそれを認めると医療法人の経営が困難になる
とすれば，出資者Ｂ（及びその相続人Ｘ）がこうした利益を得ることは法的保護に
値しない利益の取得であること，④医療法人設立後における病院経営の剰余金は，
医業の継続のために使用（例えば，医療の高度化に伴う医療機器・設備の購入，施
設の老朽化に伴う建物の増改築，医師・看護士・職員の増員によるスタッフの充実）
されることが出資者ＡＢの合理的意思というべく，医療の遂行に必要な法人資産の
払戻しは出資者ＡＢの合理的意思とみれないことからすれば，Ｙ１の定款８条の
「出資額に応じて」との文言は，出資額そのものの払戻しを意味していると解する
のが合理的である。
そして，厚生労働省において出資額限度法人のモデル定款が示されたのは平成16
年８月13日であり，出資の払戻請求をした本件訴状の送達の日が平成16年１月31日
であることに鑑みると，出資額限度法人のモデル定款が示されない中で，認可法人
である医療法人Ｙ１に定款の文言を明確にするために出資額限度の払戻しへの定款
変更を求めることは，不可能といわないまでも事実上困難であったことも斟酌すれ
ば，前記の合理的意思解釈は妥当な解釈と評価できよう。
確かに，退社社員に対する出資の払戻しは一部清算としての側面があるが，出資
者でなくても社員となることができ，出資者が全員退社しても医療法人は存続する
という医療法人の特殊性〔本件訴訟の事案において，医療法人Ｙ１はＡとＢが死亡
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したことから出資社員はおらず，出資者でない社員で構成されている〕からすれば，
社員が全員出資者である団体の出資の払戻しと同列に医療法人を扱うべきではない
し，医療法人の存続が前提である以上，存続を脅かす出資の払戻しはできないとい
うべきである
（23）
。
思うに，民法上の組合や持分会社のように組合員や社員全員が出資者であるなら
ば，出資持分の払戻しと解する合理性は認められよう。しかし，医療法人において
は，社員が出資をするとは限らないことから，組合員が脱退した場合にその持分の
払戻しを受けることができる旨を定める民法681条や，持分会社（合名会社，合資
会社又は合同会社）の社員が退社した場合にその持分の払戻しを受けることができ
る旨を定める会社法611条が，いずれも準用されていない（平成18年６月21日法律
第84号改正前医療法68条１項参照）点は看過すべきではない。そもそも，民法上の
組合や持分会社は出資して共同所有者（オーナー）となった者に退社により出資持
分の払戻しを認めたものであり，多くの社員が出資しておらず社員が共同所有者と
しての性格を有しない医療法人については，出資持分の払戻しと解する基盤を欠い
ているというべきである。
従って，前記モデル定款を採用した医療法人であっても，出資者が所有者（オー
ナー）としての性格を有し，出資持分の払戻しと解する基盤を備えた医療法人の場
合，すなわち，①民法上の組合や持分会社（合名会社，合資会社又は合同会社）の
ように社員が出資を原則とする医療法人や，②医療法人の実態が個人の医院と変わ
らないような永続性・継続性を有しない医療法人（宮川補足意見が危惧する一人医
師医療法人の多くは永続性を前提としなければこれにあたるであろう）であれば，
出資の払戻しは出資持分の払戻しと解してもよいであろう。
これに対し，前記モデル定款を採用した医療法人であったとしても，出資者が所
有者（オーナー）としての性格を有しておらず，出資持分の払戻しと解する基盤を
備えていない医療法人，すなわち，社員が出資を原則としない医療法人で永続性・
継続性を有する医療法人であれば，出資の払戻しは出資額限度の払戻しと解するの
が合理的である。
そして，前者か後者か疑わしい場合には，新たに設立される医療法人において持
分のある医療法人が認められないこととなったことに鑑み，こうした立法や社会の
著しい変化を踏まえ，後者によりシフトした判断を行う（出資額限度の払戻しと解
する）ことが，合理的解釈として求められているといえる。とりわけ，出資持分の
払戻しと解する場合，医療法人の社員は無限責任を負わないので，医療法人の債権
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者が害されることに関し配慮が必要である。社員が有限責任しか負わず無限責任を
負わない合同会社においては，退社社員による持分の払戻しに対し，債権者保護の
ため債権者の異議の制度を設けているが（会社法635条），こうした制度をもたない
医療法人にあっては，特段の事情（出資者が所有者としての性格を有し，出資持分
の払戻しと解する基盤を備えた医療法人であるとの事情）が明白でない限り，出資
額限度の払戻しと解することが合理的である。
本件訴訟の事案において，医療法人であるＹ１は，社員に出資を求めておらず社
員が出資を原則としない医療法人であり，出資社員であるＡとＢの死亡後も継続し
て存続している医療法人である。従って，Ｙ１は出資持分の払戻しと解する基盤を
欠いた医療法人であって，「退社した社員はその出資額に応じて返還を請求するこ
とができる。」との定款は出資額限度の払戻しと解するのが合理的といえる。
そうであるとすれば，本件控訴審判決（前掲東京高判平成20年７月31日）は，医
療法人Ｙ１の実態を前提とした上で問題となった個別の医療法人の「定款の全体の
定め及びその趣旨にかんがみ」ての判断で，Ｙ１の法人の実態（社員が出資を原則
としない医療法人で永続性・継続性を有する医療法人）に即した事例判断であった
と解することもできよう。このように解すれば，百歩譲って医療法人の退社社員の
出資の払戻しを出資持分の払戻しと解してきた前掲東京高判平成７年６月14日を代
表とする従前の判例を変更しなくても，医療法人の定款の合理的解釈により出資額
限度の払戻しと解した本件控訴審判決は，最高裁においてその結論を維持できたと
考える。
Ⅵ　最高裁判決の課題
今回の最高裁判決は，初めて本格的に医療法人における退社社員の出資の払戻し
の可否を扱った事案で
（24）
，医療法の理想に即して正面から定款の解釈を議論できる絶
好の機会であったにもかかわらず，事案の特殊性に着目し小手先で処理したとの印
象をぬぐいきれない。
こうした事案の特殊性がない場合には，公益性・公共性を有する医療法人を廃業
に追い込む払戻請求権がなされる可能性があり，これを避けるためにも，出資額限
度を明記した定款変更をすることが必要となる。その際に，定款変更しやすい環境
を整備することが重要ということができ，定款変更の事実上の壁となっていたみな
し贈与の課税が生じない要件
（25）
を緩和することも検討されるべきであろう。今回の最
高裁判決は，厚生労働省と国税庁にその協議によって税制面の規制を緩和すること
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を，課題として提起しているとみることもできよう。
また，最高裁判決は，権利濫用論を用いて公益性・公共性を有する医療法人の存
続を考慮する枠組みを示したが（とりわけ宮川補足意見がこの点を強調している），
権利濫用の判断において，医療法人の存続，医療法人の公益性・公共性に最も比重
を置いて判断する判決を積み重ねていく必要があり，その意味で今後，医療法人に
おける退社社員の出資の払戻請求権の訴訟を扱う裁判所に大きな課題が与えられた
といってよいであろう。最高裁の判断枠組みにおいては，医療法人の存続を図る最
後の砦は，「権利濫用法理」となったわけで，その意味では，宮川補足意見の「持
分の定めがある社団たる医療法人において，出資社員の退社による返還請求権が多
額となり医療法人の存続が脅かされるという場合があり得るとしても，当該医療法
人の公益性を適切に評価し，出資者が受ける利益と当該医療法人及び地域社会が受
ける損害を客観的に比較衡量するという，権利濫用法理の適用により妥当な解決に
至ることが可能である。」との指摘は，非常に重要である。今後この問題を取り扱
う裁判所は，宮川補足意見のこの指摘を重く受けとめる必要があろう。
Ⅶ　終わりに
最高裁判決が控訴審判決を破棄した最大の理由は，繰り返し強調するが，宮川補
足意見が本件控訴審判決の解釈を，「昭和25年以来の医療法人制度の法的安定性を
動揺させるおそれがあり，是認できない。」と指摘し，金築補足意見が「今卒然と
こうした解釈を採用することは，本件定款と同様の規定を有する極めて多くの医療
法人の出資者等に対し，予期せざる重大な不利益を及ぼすおそれがあり，著しく法
的安定性を害するものといわざるを得ない。」と指摘しているように，法的安定性
を害するという点にあった。すなわち，その解釈が厚生労働省の検討会が指摘する
ように「誤った判断」であったとしても
（26）
，今までの行政解釈・税務解釈・裁判例が
医療法人における退社社員の出資の払戻請求権を出資持分の払戻しと解してきた以
上，本件控訴審判決のようにそれを覆すことは，認められないという点にあった。
この問題を考えるとき，サム・ウォルター・フォスの「子牛の通る小道」という
詩
（27）
が大変参考になるので，引用しておきたい。
「子牛の通る小道
ある日，原生林のなかを，一頭の子牛が
利口な子牛らしく，牛小屋へと歩いていた。
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子牛の通った小道は，子牛が歩いたように
くねくねと曲っていた。
それから300年が過ぎ去った
あの子牛も，いまはいない。
しかし，子牛が通った小道は今もなお残っている。
私の寓話は，ここから始まる。
子牛が通ったそのあくる日
一匹の犬が，その小道を通りすぎた。
つづいて，かしこそうな一匹の牝羊が
その小道を通り，山を越え，谷を越え
原生林のなかにまで，一つの小道をつくった。
その後多くの人が，この曲りくねった小道を
くねくね曲っていると不平を言いながら通っていた。
この笑うに笑えぬ喜劇は
人々が相も変らず通りつづけることだ。
子牛がよちよち通った小道を
彼らは堂々と歩きつづけた。
森の小径は，曲りくねった小道になり
やがて道路になった。
哀れな馬たちが，重荷を積み
焼けつく太陽にあえぎながら
３マイルの道を通っていった。
こうして，１世紀半ものあいだ
人々は，この子牛の小道を辿りつづけた。
月日は矢のようにすぎ
むかしの道路は，村の大通りになった。
そして，またたくうちに町の大通りになり
大都会の中心街となった。
200年ものあいだ，人々は
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この子牛の足あとをたどった。
１日に，何十万もの人々の群れが
子牛のふんだ，曲りくねった小道をたどり
大陸横断の交通機関までが
まがりくねった旅をつづけた。
何十万もの人々の群れが，今もなお
300年もの昔に死んだ，あの子牛に導かれて
１日に100年もの損をくりかえす。
確固たる前例なるものは
こんなにまでも尊ばれるのだ。」
本件訴訟の問題も，昭和25年に厚生省が「誤った」モデル定款を作り
（28）
，昭和32年
に定款の解釈において「誤った」回答を出し
（29）
，それに導かれて，「曲りくねった小
道」であったにもかかわらず，税務解釈・裁判例が積み重なり，最高裁も「法的安
定性」を理由にこれを踏襲したにすぎない。しかも，問題を深刻化させたのは，医
療法人が認可法人であったため，設立の際にほとんどの医療法人が，任意でなく事
実上強制されるような形で，あるいは認可を受けるためこうした問題があるという
ことを知らずに積極的に，モデル定款を採用したことであった
（30）
。その結果，その後
に社員の世代交代等で高齢化した社員や死亡した社員の相続人により出資の払戻請
求権が行使され，医療法人の存続そのものが脅かされる事態が報告書に採りあげら
れるほど深刻な問題として発生したのであった
（31）
。
厚生労働省は，「これからの医業経営の在り方に関する検討会」が平成15年３月
26日に，「出資額限度法人」（社員の払戻請求権を出資額にのみ制限した定款を有す
る社団医療法人）の検討の必要性を指摘して，誤りに気付き，平成16年８月13日の厚
生労働省医政局長通達で，出資額限度法人のモデル定款を出すに至ったが，定款変
更の困難性，みなし贈与の課税の問題があり，医療法人は定款変更という高いハー
ドルの前で，身動きができない状況にあった（本件訴訟の事案は，出資額限度法人
のモデル定款が出される前に相続人が出資の払戻請求をした事案なので，一層，定
款変更が困難な事案であった）。厚生労働省は，出資者に出資持分の払戻しを認め
ることが誤っていたからこそ，平成18年６月21日に改正された法律第84号改正医療
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法では，同法施行（平成19年４月１日）後に新たに設立される医療法人としては，
持分のある医療法人は認められないとの法律を成立させたのであるが，同法施行前
に成立した経過措置型医療法人においては，この問題が残されることとなった。
この問題を前述した「子牛の通る小道」にたとえると，「子牛」の通った小道が
昭和25年の厚生省のモデル定款であり，「一匹の牝羊」がつくった小道が昭和32年
の厚生省医務局総務課長回答であったが，控訴審判決は，曲りくねった道に合理性
がないとして，真っ直ぐな道に直したのに対し，最高裁判決は，曲がりくねった道
のままでよいとして，「子牛がよちよち通った小道を彼らは堂々と歩きつづけた。」
ということになろう。「『公益法人制度改革に関する有識者会議報告書』にもあると
おり，『営利を目的としない』とは，社団医療法人の社員における権利・義務の内
容について，ア）出資義務を負わない，イ）利益（剰余金）分配請求権を有しない，
ウ）残余財産分配請求権を有しない，エ）法人財産に対する持分を有しないことと
整理すべきものである。これは，昭和25年の医療法人制度創設時に立ち返り，今一
度『営利を目的としない』との考え方を再確認するものであり，厚生労働省におい
ては，医療法にある医療法人は『営利を目的としない』民間非営利法人であるとい
う理念に基づいた規定であることを踏まえ，上記回答（通知）（昭和32年の厚生省
医務局総務課長回答……筆者注）の廃止も含め，このような疑念が今後起こらない
よう対応するべきである。」
（32）
という厚生労働省の検討会が指摘した点を，控訴審判
決は忠実に実行しただけに，最高裁がこれを破棄したのは批判されるべき判断であ
ったといえよう。
いずれにしても，医療法人における退社社員の出資の払戻請求権は出資「持分」
の払戻請求権であるとの最高裁判決が出された以上，これを前提とした判断が積み
重ねられていくであろう
（33）
。今後は，税制面の環境を整備して出資額限度法人への定
款変更のハードルを低くするよう，厚生労働省と国税庁の協議が求められるととも
に，経過措置型医療法人でこうした問題の訴訟がおきたときは，宮川補足意見が指
摘する権利濫用の法理の適切な運用が裁判所に求められていることを改めて強調し
て，本稿の結びとしたい。
注
（１）「『医業経営の非営利性等に関する検討会』（報告書）～『出資額限度法人』の普及・定着に
向けて～」１頁（平成16年６月22日）。
（２）平成18年10月20日に，医療法人における退社社員の出資の払戻請求権の鑑定書を東京高裁
に提出。
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（３）拙稿「判研」専修ロージャーナル３号73頁以下（平20）。
（４）拙稿「判研」金判1310号２頁以下（平21）。
（５）平成22年２月17日に，医療法人における退社社員の出資の払戻請求権の意見書を最高裁に
提出。
（６）拙稿「医療法人における退社社員の出資の払戻請求権」山口経済学雑誌58巻６号１頁以下
（平22）。
（７）拙稿・前掲注（３）89頁。
（８）昭和25年８月９日医発第52号。
（９）「『医業経営の非営利性等に関する検討会報告書（平成17年７月22日）』医療法人制度改革の
考え方（報告）～医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿～」５頁において，昭
和32年12月総第43号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長回答で「退社社員に対する持分の
払戻は，退社当時当該医療法人が有する財産の総額を基準として，当該社員の出資額に応ずる
金額でなしても差し支えないものと解する」との通知がなされ，「これによって，実質的に退
社社員に対し退社時の医療法人の有する財産の総額を基準として，社員の出資額に応じた払戻
しが認められることとなった」と指摘されている。
なお，国京則幸「判批」宇都木伸ほか編『医事法判例百選』23頁（有斐閣，平18）参照。
（10）前掲東京地八王子支判平成６年３月24日については，野木盈『医療法人の定款変更－理論
と実務』32頁以下（日本医療企画，平７）が資料として判決原文を掲載している。
なお，前掲東京高判平成７年６月14日は，後に最高裁判所長官になった町田顕裁判官が裁判
長として判断しており，実務上影響力が大きいものであったと推察される。この判決に賛成す
る評釈として，山本裕子「判研」ジュリ1137号143頁（平10）。
また，出資持分の払戻請求権の算定の基礎となる医療法人の資産の評価などが問題となり，
出資持分の払戻しを前提とした判断がなされたものとして，東京地判平成15年11月18日金判
1191号46頁がある。
さらに，出資持分を相続によって取得したとされる相続人から，相続税の減額を求めて提訴
された課税処分の取消訴訟においても，出資持分の払戻しを前提とした判断がなされている
（東京地判昭和53年４月17日税資101号115頁，東京高判昭和54年４月17日税資105号133頁，最
判昭和55年３月７日税資110号564頁，名古屋地判昭和63年４月25日税資164号227頁，名古屋高
判平成元年２月27日税資169号400頁）。
もっとも，前掲最判昭和55年３月７日や前掲最判平成10年11月24日は，原審の判断を正当と
して前掲東京高判昭和54年４月17日や前掲東京高判平成７年６月14日に対する上告を棄却した
だけであり，最高裁自身の詳細な意見は展開されていない。そうした意味では，前掲最判平成
22年４月８日は，判決理由において詳細な判断をしており，実質的に初めての最高裁の判断と
いってよいであろう。
（11）権利濫用の判断において，加害の意思という主観的要件を要求せず客観的比較衡量で判断
するものとして，最判昭和43年９月３日民集22巻９号1817頁，最判平成９年７月１日民集51巻
６号2251頁，我妻栄『新訂民法総則（民法講義Ⅰ）』35頁（岩波書店，昭40）など。なお，小
林俊明「出資時の出資額を返還すれば足りるとした医療法人の持分払戻請求事件」ビジネス法
務10巻４号122頁（平22）は，Ｙ１を「解散に追い込むなど不当な目的がある場合には，権利濫
用といえる要素を認めることができるかもしれない」とした上で，「認定された事実のもとで
は，いまだ正当な持分払戻請求権の行使と考えざるをえないように思われる」と指摘する。権
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利の濫用の判断に加害の意思という主観的要件を要求している点で，一審判決と同じ立場であ
り前掲最判昭和40年３月９日を支持しない立場と思われるが，「ドイツ法にいう『会社の存立
を破壊する侵害』の法理といった理論も考慮に値するだろう」という指摘もしており，権利濫
用論の判断にその理論を活用すれば不当な目的がなくても医療法人の存立を破壊する出資の払
戻請求は否定されることになろう。
（12）控訴審判決（前掲東京高判平成20年７月31日）は，医療法を，「医療法人が存続してその開
設する病院等を経営する限り，剰余金及びその積立金の利益処分の実質を有する行為も禁止し
ていると解するのが相当であり，したがって，医療法人に対して出資をした社員が退社した場
合に剰余金及びその積立金の全部又はその一部を払い戻す行為も禁止している」と解した上で，
「Ｙ１に対して出資をした社員が退社した場合には，退社した当該社員は，Ｙ１に対し，自己が
出資した額の限度でその返還を請求することができるのであり，基本財産並びに剰余金及びそ
の積立金を含む総資産について持分の払戻しを請求することはできないものと解するのが相当
である」と判断している。これは，昭和25年の医療法改正によって医療法人制度が導入された
当時の立法者の意思に一層近い判決であり，こうした立法者の意思を無視してボタンの掛け違
いをしていた従前の行政解釈・税務解釈・裁判例を改めた判断ということができる。最高裁が，
控訴審判決を破棄して昭和25年当時の医療法の立法者の意思から遠く隔たった解釈に戻ってし
まったのは，非常に残念な判決であったと言えよう。
昭和25年４月４日の参議院における厚生委員会会議録第24号に掲載されている医療法人に関
する政府委員の久下勝次氏（厚生事務官医務局次長）の答弁は，医療法の趣旨を詳細に説明し
ているので関連部分を引用する。すなわち，「まず第一はこの法人に出資いたしました医師が
出資に対して利息程度のものが取れるかどうかということでありますが，実際問題といたしま
しては，医師が出資いたしました場合は，その医師はその法人の経営する病院の医師を当然兼
ねているだろうと思います。そういう意味合におきまして職員として相当額の報酬を受けると
いうようなことで結局は解決がつくのではないかと思っております。それから剰余金の生じま
した場合の処置でございますが，当然お話の通り積立ということになって参ると思います。積
立てられました金は，私共の考えとしては，できるだけその病院の改善のために使う，或いは
医療機械の購入等のために使って，その病院ができるだけ立派な医療内容に，医療ができるよ
うにして参りたいと思っておるのです。ただ若干そこに問題があるのでございまして，明確に
御指摘がございませんでしたが，積立金をして参りまして，そうして相当額の積立ができまし
た場合に，これを解散してしまう，出資者が分配をするということになりますと，折角こうい
う剰余金の配当禁止をいたしましても，そういう方法で綺麗に潜られる虞れがあるのでござい
ます。そのことは毎年々々は剰余金の配当をいたしませんでも，結局実質的には配当する結果
と同じようになりますので，そういう点を考慮いたしまして，解散の場合の財産処分につきま
して第五十六條に規定してございます。この規定をちょっと御覧を頂きたいのですが，『解散
した医療法人の残余財産は，合併及び破産の場合を除くほか，定款又は寄附行為の定めるとこ
ろにより，その帰属すべき者に帰属する。』こう書いてございますので，第一段階はこうした
法人でありまするので，定款又は寄附行為の規定というものを尊重したいと思います。その定
款，寄附行為の規定は，認可の場合に審査をいたしまして，こういう規定に反するかどうかを
審査いたしますから，今申しましたように積立金をどんどん積んで置いて，あとから皆で山分
けしてしまうというような規定になっておりますれば，恐らく認可の場合に抑えられると思い
ます。従って認可をいたします場合に，そういうような規定がございます場合には，病院の維
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持改善に努めるよう仕向けて行くということに指導する考えでございます。それから第二項の
『前項の規定により処分されないものは，清算人が総社員の調査を経，且つ，都道府県知事の
認可を受けて，これを処分する。』というふうにいたしまして，定款の規定がなかった場合に
は，社員の同意を経ましただけでできない。都道府県知事が必らず認可して処分をするように
したいということで，実質的な五十四條の配当禁止の規定を潜ることを，こういう方法で抑え
て参りたいと思っております。どうもくどくど申上げて恐縮でございましたが，結局私共の考
えといたしましては，営利性のない法人である，而も日進月歩の医業を行なって行きますので，
適正な医業をやって，而も剰余金が出ました場合には，その剰余金は医療機関の改善のために
使って貰うというような方法で実質上の指導をしたいと考えておる次第であります。」
立法者の意思として，病院の積立金が出資の払戻しや残余財産の分配に用いられ，社員への
剰余金の配当禁止の潜脱がなされるということを防止するのが医療法の趣旨であると解してお
り，徹底した非営利法人を目指していたことが伺われる。残余財産の分配を出資持分に応じて
出資社員に分配することにも否定的である点で，前掲東京高判平成20年７月31日よりも立法者
の意思は非営利法人を徹底していると言えるが，退社社員に出資持分に応じて払い戻すことは
社員への剰余金の配当禁止を潜脱することから当然に認められないと解される点で，前掲東京
高判平成７年６月14日を代表とする従前の判例の解釈よりは，前掲東京高判平成20年７月31日
の解釈の方が立法者の意思に沿うものと言えよう。
（13）林良平＝前田達明編『新版注釈民法（２）総則（２）』498頁以下〔川村俊雄〕（有斐閣，平３）。
（14）前掲注（９）報告書３頁。
（15）拙稿・前掲注（４）２頁以下。
（16）前掲注（１）報告書４頁。
（17）前掲注（１）報告書２頁。
（18）例えば，酌婦稼働契約と金銭消費貸借契約を分離し前者が公序良俗違反であっても後者は
公序良俗違反でないとされていた判決から，両者を一体と考え前者・後者ともに公序良俗違反
であると大転換した判決（最判昭和30年10月７日民集９巻11号1616頁），平成18年法律第115号
改正前の利息制限法１条２項を死文化させる方向に転換した判決（最大判昭和39年11月18日民
集18巻９号1868頁，最大判昭和43年11月13日民集22巻12号2526頁，最判昭和44年11月25日民集
23巻11号2137頁），有責配偶者からの離婚請求を認める方向に転換した判決（最大判昭和62年
９月２日民集41巻６号1423頁），非占有担保である抵当権者が不法占拠者に妨害排除すること
を肯定するに至った判決（最大判平成11年11月24日民集53巻８号1899頁，最判平成17年３月10
日民集59巻２号356頁）などのように，従来の判例を180度転換し社会の変化に即した判断を示
したケースがある。
（19）最大判昭和40年６月30日民集19巻４号1143頁。
（20）前掲注（９）報告書３頁。
なお，前掲注（９）報告書５頁によれば，厚生省医務局総務課長回答により，退社社員に対
し退社時の医療法人の有する財産の総額を基準として社員の出資額に応じた払戻しが認められ
ることとなったとした上で，「土地の現物出資という事案について，土地そのものについての
払戻しを認めることは継続的な医業経営に支障が生じることから，これに関する当時の対応と
して土地の価額を現金に換算して払い戻すことはやむを得ないものと考える。しかし，この価
額はあくまでも出資当時の土地の価額を基準として行うべきものであって，退社時の医療法人
の有する財産の総額を基準とするに至っては，配当禁止に抵触するのではないかとの疑念が残
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る。『公益法人制度改革に関する有識者会議報告書』にもあるとおり，『営利を目的としない』
とは，社団医療法人の社員における権利・義務の内容について，ア）出資義務を負わない，イ）
利益（剰余金）分配請求権を有しない，ウ）残余財産分配請求権を有しない，エ）法人財産に
対する持分を有しないことと整理すべきものである。これは，昭和25年の医療法人制度創設時
に立ち返り，今一度『営利を目的としない』との考え方を再確認するものであり，厚生労働省
においては，医療法にある医療法人は『営利を目的としない』民間非営利法人であるという理
念に基づいた規定であることを踏まえ，上記回答（通知）の廃止も含め，このような疑念が今
後起こらないよう対応するべきである。」としていて，純資産に対する出資持分の払戻しの廃
止の方向への対応を求めている点も，定款の合理的意思解釈をするに際し参考にすべきであ
る。
（21）金判1310号35頁。
（22）小野秀誠ほか『ハイブリッド民法 民法総則』87頁以下〔山田創一〕（法律文化社，平19）。
なお，「法人の目的の範囲」に関しては，拙稿「Ultra Vires法理の機能と課題」専修ロージャー
ナル４号33頁以下（平21）参照。
（23）ドイツにおいては，出資払戻請求権の限界を「社団の解消または社団の権利能力の喪失
（破産）をもたらしかねないところで限界線が敷かれなければならない」として，これを「社
団の自治の内在的限界」に求める見解（バラーシュテッド）が有力に主張されており，日本法
の解釈においてもこれを参考にすべき旨の見解として，田山輝明「医療社団法人の定款中の
『社員タル資格ノ得喪ニ関スル』規定の効力」伊藤進教授還暦記念『民法における「責任」の
横断的考察』10頁・16頁（第一法規出版，平９）。
ドイツ法の「会社の存立を破壊する侵害」の法理を紹介したものとして，神作裕之「ドイツ
における『会社の存立を破壊する侵害』の法理」黒沼＝藤田編・江頭還暦『企業法の理論』81
頁以下（商事法務，平19）があるが，これも考慮に値する（小林・前掲注（11）122頁）。
（24）前掲最判昭和55年３月７日や前掲最判平成10年11月24日は，原審の判断を正当として上告
を棄却しただけであり，最高裁自身の詳細な意見は展開されていないことにつき，前掲注（10）
参照。
（25）①同族の出資割合が50％以下，②同族の社員割合が50％以下，③役員の同族割合が３分の
１以下と定款で規定，④役員などへの特別な利益供与がないことという４要件を満たせば，み
なし贈与とならず非課税となるというものであるが（塩井勝＝人見貴行『新医療法人制度の実
務ガイダンス』116頁以下（中央経済社，平19）参照），少なくとも①の条件の緩和が検討され
てもよいように思われる。
（26）前掲注（９）報告書３頁。
（27）ハロルド・Ｒ・ピュール『創造工学による設計手順』133頁以下〔加藤八千代＝神力達夫訳〕
（鹿島研究所出版会，訳注改訂版，昭43）。
（28）前掲注（８）。
（29）前掲注（９）昭和32年12月総第43号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長回答。
（30）モデル定款例には，「作成上の注意」があり，「退社の場合の出資額の払戻しについても任
意であること」とされていたが，野木盈「医療法人制度とは―非営利性の徹底」日本医事新報
4123号59頁（平15）は，「医療法人設立の書類作成に関与した人々は，この『任意』の『但し
書』すら注意せず，定款例を『丸写し』して書類を作成し，一方，受理する都道府県側も，前
述の定款例『丸写し』を強要すらする状況のなかで各医療法人の定款が作成され法人設立が認
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可された」と指摘する。
（31）前掲注（１）報告書１頁参照。
（32）前掲注（９）報告書５頁。
（33）最高裁第二小法廷（最判平成22年７月16日裁時1512号２頁）は，社団たる医療法人の定款
に，出資した社員が退社時に受ける払戻し及び当該法人の解散時の残余財産分配はいずれも当
該法人の一部の財産についてのみすることができる旨の定めがある場合において，当該法人の
増資時における出資の引受けに係る贈与税の課税に関し，当該法人の財産全体を基礎として当
該出資を評価することに合理性があるとした判決であるが，「出資社員が出資額に応じて退社
時の払戻しや解散時の残余財産分配を受けられる旨の定款の定めがある場合，これに基づく払
戻し等の請求が権利濫用になるなどといった特段の事情のない限り，出資社員は，総出資額中
に当該出資社員の出資額が占める割合に応じて当該法人の財産から払戻し等を受けられること
となる」と判示している。この判決の評釈として，平川雄士「判批」ジュリ1413号58頁以下
（平22）がある。
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